
水害対応を中心とする密集市街地改善の提案
―建物更新に着目して―
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現状①：課題と魅力の整理
災害素因 対応力脆弱性曝露量＝ × ÷

・細街路が多く棟数密度が高い
・空地率が低くグロス建蔽率が高い

・更新が進まず耐震性、耐火性に
　問題のある木造建築が多い

・高齢者が多く避難にあたり課題がある
・細街路が多く緊急車両の進入に課題がある

下町の魅力
・「下町らしい」街並み
・地域に根差した店からなる商店街
・町工場の残存、住工混在の市街地

 →保全の方針

　　対象地域

　　京島三丁目

災害危険性が特に高い地域
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現状②：京島3丁目の現状

建物撤去に伴う空閑地発生(左:2013、右:2016)

地域に根差した店が連
なる商店街（左）

細街路に建て詰まった独
立住宅（下）

上画像：Google Mapsより

平成28年区部土地利用現況調査より

住居併用工場
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現状③：水害リスク
2週間以上の浸水継続時間最大3～5mの浸水想定

区は広域避難を推奨
→とはいっても不可能な場合もある
→地区内の垂直避難の必要性

現状、地区内は2、3階建ての建物がほとんど
2階建ては全ての居室が水没する可能性

墨田区水害ハザードマップより京島3丁目

浸水時（最大想定:5m）

通常時

平成28年区部土地利用現況調査より
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京島3丁目の将来人口

今回の提案の目標年度：2030年

総人口
高齢者割合

2015年
4183

31.4 %

2030年
3258

31.5 %
ーーーー　 -22.2 %　ーーー→
ーーーー　+0.1 %　ーーー→

急激な人口減少・進行する高齢化
→空家、空地の発生が予想される
→地区の将来を見据え、前述の課題の解決、魅力の保全に
資する形で空閑地発生、建物更新に対応する必要

2040年には2000年の
人口の約半分に



これまでの京島3丁目の防災に対する取り組み

・不燃化推進助成事業
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・防災街区整備事業 ・コミュニティ住宅の整備

・緑地、広場、防災設備の整備

・道路拡幅事業

京島3丁目地区防災街区整備事業（共同化、集合住宅の建設）

写真：http://www.jushikyo.jp/doc/zenkoku2018/08.pdf
墨田区HPより



これまでの方針と目標とする方針

行政による市街地整備事業と助成金による建て替えの促進が中心
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これまでの事業＋助成に加え

高さ規制制度（最低高さ）、容積率規制緩和制度など

新たな取り組みを検討する

これまで

この提案

水害に対応した密集市街地の改善
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手法設定の背景

8
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手法

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価
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我々の目指す将来像

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価



建物更新の実態（墨田区北部密集市街地全体）

空閑地の発生予測をする前に、建物更新の実態

を把握する

2011年と2016年の区部土地利用現況調査の建

物データを利用

対象は墨田区北部のうち、特に危険度が高いと

判断した右図の点線で囲まれた町丁目

（この地域を墨田区北部密集市街地とする）

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価
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建物更新の実態（墨田区北部密集市街地全体）
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①建築面積別更新率（住宅用途のみ）

独立住宅に限定すると、建築面積が大きいほど、建て替えが起こりやすい

②建物構造別更新率

更新率は耐火造＝準耐火造＜防火造＜木造

③用途別建物更新率と変更後用途

建て替え数的には独立住宅が最も多い

商業・工業系→専用住宅の傾向がある

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価



モデルの作成（パラメーターの設定）

今後の建物更新の予測をするために、
更新ダミーを被説明変数としたロジスティック回帰分析を行い、建物更新モデルの作成を試みる。
独立住宅とそれ以外で建て替えの傾向が異なっていたため、
独立住宅(左)と独立住宅以外(右)の二つに分けてロジスティック回帰を行なった。

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

モデルの作成およびその変数の設定は宮川（2018）を参考にした
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独立住宅 (n=13332) 独立住宅以外 (n=8951)
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京島3丁目の建物更新予測

このモデルを用いて更新される建物をランダムで３パターン予測し、それぞれの予測結果において

更新が予測された建物の建て替えに、以後で説明するシナリオを適用して、市街地環境改善の評価を行う。

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

作成したモデルから個々の建物について、
5年以内の更新確率を計算した。（右図）
その更新確率をもとに、
ランダムで2031年までの更新の予測を行う。
（下図はそのうちの1パターン）

14

ランダムで
作成した
パターン
の一例



シナリオの説明

１．趨勢シナリオ
　　現在の不燃化事業を継続し、

　　これまで通りのまちづくりを行ったシナリオ

２．水害対策特化型シナリオ
　　垂直避難可能人口を増やすことに

　　特化したシナリオ

３．下町保全型水害対策シナリオ
　　垂直避難可能人口を増やしつつ、

　　商業や工業を残すことを目指したシナリオ
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このモデルによって、2031年までの建物の更新を予測し、

以下の3つのシナリオで建て替え後の建物のタイプや用途を決定する。

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

シナリオに共通の設定

・現状の不燃化対策助成制度は継続する

シナリオごとに変更する主な設定

・独立住宅、住商併用建物、

　住居併用工場の高さ（階数）

・工業系、商業系建物の用途変更

・新築の独立住宅と集合住宅の割合



各シナリオの基本方針
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方針 趨勢 水害特化 下町保全

建物高さ（戸建） 趨勢通り
（2階建て⅓,3階建て⅔)

全て3階建て以上 3階建て建物割合増加

用途変更 独立住宅増加 独立住宅、集合住宅増加 工業、商業保全

独立住宅or集合住宅 独立住宅中心 集合住宅割合増加 独立住宅中心

その他の施策 無し 垂直避難先の創出 垂直避難先の創出

右図は
更新後用途
の一例である



シナリオの評価 ①趨勢型ー水害対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 趨勢型

一時垂直避難
可能世帯数

600 760~776
△

2週間避難生活
可能世帯数

323 352~373
△

広域避難必要
世帯数

1226 1027~1065
△

※一時垂直避難可能世帯数：3階建ての独立住宅居住世帯数、集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　2週間避難生活可能世帯数：集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　広域避難必要世帯数：総世帯数と一時垂直避難可能世帯数の差

集合住宅上階に避難施設（後述）を設け
ず、独立住宅の建て替えにあたり 3階以上
にするための助成等を行わないため、他 2
シナリオと比べ、広域避難必要世帯数が
多い。

下記◎、〇、△は評価軸について
3シナリオの順位を示す。



シナリオの評価 ①趨勢型ー地震・火災対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 趨勢型

幅員 現状通り 主要生活道路拡張

防火耐火率
(防火耐火造建築面積
/全建築面積*100)

86.2 % 91.5~91.7 %
△

建物棟数密度 79.6 棟/ha 73.4~74.0棟/ha
△

グロス建蔽率 44.3 % 40.4~42.4 %  
△

(上)全建物用途
(右)建替建物用途 人口減少に伴い空閑地が発生するものの同時

期にまとまって発生した空閑地についてのみ
集住とするため、棟数密度、グロス建蔽率は水
害特化型に比べ高い。



シナリオの評価 ①趨勢型ー下町保全面
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

(上)全建物用途
(右)建替建物用途

住商、住工併用住宅については趨勢と同
じ割合で専用住宅に転用されるとしたた
め、建て替え建物用途に占める併用住宅
の割合は低い。

評価軸 現状 趨勢型

住商併用住宅割合 17.8 % 13.0~13.6 % 
△

住工併用住宅割合 6.2 % 4.0~4.2 %
△

独立住宅割合 58.8 % 65.9~68.0 %
◎



シナリオの評価 ②水害特化型ー水害対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 水害特化型

一時垂直避難
可能世帯数

600 1287~1645
◎

2週間避難生活
可能世帯数

323 906~1291
◎

広域避難必要
世帯数

1226 181~539
◎

影響しているシナリオ実現手段
・最低高さ制限・容積率緩和
・3階建て独立住宅への建替助成金
・集住上階への避難施設設置義務化及
び避難施設の容積不算入

下記◎、〇、△は評価軸について
3シナリオの順位を示す。

※一時垂直避難可能世帯数：3階建ての独立住宅居住世帯数、集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　2週間避難生活可能世帯数：集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　広域避難必要世帯数：総世帯数と一時垂直避難可能世帯数の差



シナリオの評価 ②水害特化型ー地震・火災対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 水害特化型

幅員 現状通り 主要生活道路拡張+α

防火耐火率
(防火耐火造建築面積
/全建築面積*100)

86.2 % 91.0~92.6 %
〇

建物棟数密度 79.6 棟/ha 63.9~66.0棟/ha
◎

グロス建蔽率 44.3 % 38.6~40.0 %
◎

(上)全建物用途
(右)建替建物用途 影響しているシナリオ実現手段

・4m接道のない敷地の原則空閑地化
・狭い空閑地を行政が預かり、周りの空　
閑地と併せて集住整備



シナリオの評価 ②水害特化型ー下町保全面
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 水害特化型

住商併用住宅割合 17.8 % 13.7~14.8 %
〇

住工併用住宅割合 6.2 % 4.2~4.4 %
〇

独立住宅割合 58.8 % 62.0~64.4 %
〇

(上)全建物用途
(右)建替建物用途

住商、住工併用住宅については趨勢と同
じ割合で専用住宅に転用されるとしたた
め、建て替え建物用途に占める併用住宅
の割合は低い。



シナリオの評価 ③下町保全型ー水害対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 下町保全型

一時垂直避難
可能世帯数

600 1002~1067
〇

2週間避難生活
可能世帯数

323 543~626
〇

広域避難必要
世帯数

1226 759~824
〇

下記◎、〇、△は評価軸について
3シナリオの順位を示す。

※一時垂直避難可能世帯数：3階建ての独立住宅居住世帯数、集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　2週間避難生活可能世帯数：集合住宅の3階以上に居住する世帯数、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯数の合計
　広域避難必要世帯数：総世帯数と一時垂直避難可能世帯数の差

影響しているシナリオ実現手段
・3階に合計15㎡以上の居室を設けている
場合容積率緩和
・3階建て独立住宅への建替助成金
・集住上階への避難施設設置義務化及び
避難施設の容積不算入



シナリオの評価 ③下町保全型ー地震・火災対応
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

評価軸 現状 下町保全型

幅員 現状通り 主要生活道路拡張

防火耐火率
(防火耐火造建築面積
/全建築面積*100)

86.2 % 91.8~93.0 %
◎

建物棟数密度 79.6 棟/ha 71.9~74.7 棟/ha
〇

グロス建蔽率 44.3 % 41.0~41.8 %
〇

(上)全建物用途
(右)建替建物用途 人口減少に伴い空閑地が発生するものの

同時期にまとまって発生した空閑地につ
いてのみ集住とするため、棟数密度、グロ
ス建蔽率は水害特化型に比べ高い。



シナリオの評価 ③下町保全型ー下町保全面
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

(上)全建物用途
(右)建替建物用途

影響しているシナリオ実現手段
・住商、住工併用建物の建て替えに際して
は助成金制度を設け、原則同用途への建
て替えとする。

評価軸 現状 下町保全型

住商併用住宅割合 17.8 % 16.9~18.9 %
◎

住工併用住宅割合 6.2 % 6.1~6.6 %
◎

独立住宅割合 58.8 % 57.4~60.1 %
△
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建物高さ（戸建、住商、住工） 工業系、商業系建物の用途変更 住宅タイプ（戸建or集合） その他の施策

趨
勢

方針 趨勢通り 専用住宅増加 戸建住宅中心 無し

具体的
な設定

2階建て1/3,
3階建て2/3

趨勢と同じ割合で併用住宅 →専用
住宅へ

同時期にまとまって発生し
た空地のみ集合住宅に

実現
手段

無し 無し 無し

水
害
特
化

方針 全て3階建て以上 専用住宅増加 集合住宅割合増加 垂直避難先の創出

具体的
な設定

全て3階建て以上 趨勢と同じ割合で併用住宅 →専用
住宅へ

2031年までに発生する空
地をまとめて集合住宅に

上階に避難施設必
須
（建築面積200㎡以
上の集合住宅）
＋避難施設部分の
容積不参入

実現
手段

最低高さ制限
無条件で容積率緩和
建て替え助成金（2階建て住宅の
更新確率20％UP）

無し 空地はいったん行政が預か
り、周りの空地化と合わせ
て集住へ

下
町
保
全

方針 3階建て建物割合増加 工業、商業保全 戸建住宅中心 垂直避難先の創出

具体的
な設定

2階建てが1/5,
3階建てが4/5

商業系、工業系建物は同用途に
建て替え

同時期にまとまった空地の
み集合住宅に

上階に避難施設必
須
（建築面積200㎡以
上の集合住宅）＋
避難施設部分の容
積不参入

実現
手段

3階に15㎡以上の居室を儲ける
場合容積率緩和
三階建て助成金（2階建て住宅の
更新確率20％UP）

住商、住工助成金（建て替え、事
業継続）

無し

シナリオごとの方針、具体的な設定、実現手段

文字の色：
施策の種類
赤：規制
オレンジ：規
制緩和
青：助成金
緑：事業



シナリオの評価 まとめ
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

災害安全性 下町保全 事業性

水害対応 地震・火災対応

趨勢型 ×：広域避難に強く頼
る必要あり

〇：独立住宅主体だ
が人口減少に伴い空
地が増加

△：併用住宅→専
用住宅の転換が進
む

◎：現状の事業

水害特化型 〇：全世帯の垂直避
難は不可能である
が、地区内で避難可
能な世帯が最も多い

◎：集合住宅の増加
に伴い、建て詰まり
が改善

△：集合住宅が増
加し、ボリュームや
景観面での分断が
生じる

△：行政の介入
が多く実現性と事
業期間の長さに
課題

下町保全型 △：趨勢よりは改善し
ているが垂直避難先
の収容量が不足

〇：独立住宅主体だ
が人口減少に伴い空
地が増加

◎：併用住宅の数
や、建物のボリュー
ムを維持

〇：実現性はある
が、補助金多くコ
ストに不安



災害安全性 下町保全 事業性

水害対応 地震・火災対応

趨勢型 ×：広域避難に強く頼
る必要あり

〇：独立住宅主体だ
が人口減少に伴い空
地が増加

△：併用住宅→専
用住宅の転換が進
む

◎：現状の事業

水害特化型 〇：全世帯の垂直避
難は不可能である
が、地区内で避難可
能な世帯が最も多い

◎：集合住宅の増加
に伴い、建て詰まり
が改善

△：集合住宅が増
加し、ボリュームや
景観面での分断が
生じる

△：行政の介入
が多く実現性と事
業期間の長さに
課題

下町保全型 △：趨勢よりは改善し
ているが垂直避難先
の収容量が不足

〇：独立住宅主体だ
が人口減少に伴い空
地が増加

◎：併用住宅の数
や、建物のボリュー
ムを維持

〇：実現性はある
が、補助金多くコ
ストに不安

シナリオの評価 まとめ
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空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

全体的に評価の高い
下町保全型を基本的方針とする



結論・提言

下町保全をベース

に他の案の良い面

を取り入れる。

それプラスソフト面

でできることを合

わせていく

29

垂直避難可能人口を増やすためのソフト施策の案　

・高齢者など避難にあたり配慮が必要な人が集合住宅に

入居する場合には優先的に 3F以上の部屋に入れるように

する

・トイレを流さないでいけるやつ

・戸建の３Fの備蓄を増やす、近くの集合住宅の備蓄を戸

建に避難している人にもドローンなどを用いて配給する →

下町保全型：街の雰囲気を残すことができる
　　　　　　災害安全性が向上する
　　　　　　実現可能性がある
点で優位性が高い

一方で垂直避難できない世帯が約 4割に上るという欠点がある。
この欠点を補うためには
・水害シナリオを地区の一部には取り入れる
　　　（幹線道路沿いなど地区内でも特性に応じてメリハリをつける）
・ソフト面の施策によって垂直避難可能人口を増やす
・広域避難の啓発（ソフト面）

また、更新ベースの施策では、下町のつながりは消えていく →ソフト的なコミュニティの再構築が必要という欠点

下町保全をより強固なものにするために建て替えと連動したコミュニティに根ざした災害対
策を行っていく→下町保全と災害対策の間を結ぶ
例）独立住宅建て替え時の一時居住スペースとして空き室を活用

避難所を普段は住民用のワークスペースや集会所、子どもの遊ぶ部屋などで利用

下町保全型の優位性
　：京島のまちの雰囲気を残す
　　災害安全性が向上する
　　実現可能性が高い

下町保全型の課題

課題①　垂直避難できない世帯が約4割存在する
　：少なくとも2030年時点では避難スペースが
　　足りず、広域避難に頼らざるを得ない

課題②　ハード的に更新を促進する施策によって、
下町の人々の繋がりが失われる恐れがある
　：更新（特に集住）の際にはコミュニティの
　　再構築に配慮する必要がある

将来像の2軸である、
安全性の向上と下町の保全を
最も両立しやすいと考えられ、
提言のベースとして適している。

他シナリオの一部を取り入れたり、ソ
フト面の取り組みを進めたりすること
で改善を図る。

※下町保全型
・3階建て建物割合増加
・併用住宅保全
・独立住宅中心の建て替え
・垂直避難先の創出



結論・提言
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・密集市街地の建物更新を適切な形で進めることで、下町の雰囲気を残しつ
つ、地震火災安全性だけでなく、水害安全性も向上も両立させることが可能。

・更新施策の方向性としては、下町保全型（）をベースとしつつ、地区の一部で
は水害対応型に沿って水害に備えた集住を積極的に建設することが望まし
い。また、長期の垂直避難を可能するソフト施策、下町のつながりを生かした
コミュニティに根ざしたソフト面の備えも重要である。

・とはいえ、再開発に頼らず、建物更新を起点とするような漸進的アプローチ
では、水害時に全世帯を地区内で避難させることは（ 2030年時点では）不可
能であり、上記のような施策を進める場合でも、高齢者以外の年齢層を中心
に広域避難の備えを進めることは引き続き避けられない。

下町保全型の課題①　
垂直避難できない世帯が約4割存在する

この欠点を補うためには
・水害シナリオを地区の一部には取り
入れる
　　　（幹線道路沿いなど地区内でも
特性に応じてメリハリをつける）
・ソフト面の施策によって垂直避難可
能人口を増やす
・広域避難の啓発（ソフト面）

水害対策特化型シナリオの施策
を地区の一部に取り入れる

　幹線道路沿いなど、地区内でも
特性に応じて、集住建設に対する
メリハリをつけ、垂直避難先の確
保に努める。

施策の方向性

長期間の垂直避難を可能にする
ための備えとシステム

　独立住宅の3階など、長期間の
垂直避難が難しいところに対し、
備蓄の呼びかけやドローンによる
配給システムを導入する。

年齢層を絞った広域避難の啓発
（ソフト面）

　地区内にとどまる垂直避難は高
齢者等を優先とし、若い世代には
引き続き広域避難に向けた呼び
かけを行う。

評価軸 現状 趨勢型 水害特化型 下町保全型

一時垂直避難
可能世帯

600 760~776 1484~1645 1002~1067

2週間避難生
活可能世帯

323 352~373 1103~1291 543~626

広域避難必要
世帯

1226 1027~1065 181~342 759~824

※2030年全世帯数=1826



結論・提言
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・密集市街地の建物更新を適切な形で進めることで、下町の雰囲気を残しつ
つ、地震火災安全性だけでなく、水害安全性も向上も両立させることが可能。

・更新施策の方向性としては、下町保全型（）をベースとしつつ、地区の一部で
は水害対応型に沿って水害に備えた集住を積極的に建設することが望まし
い。また、長期の垂直避難を可能するソフト施策、下町のつながりを生かした
コミュニティに根ざしたソフト面の備えも重要である。

・とはいえ、再開発に頼らず、建物更新を起点とするような漸進的アプローチ
では、水害時に全世帯を地区内で避難させることは（ 2030年時点では）不可
能であり、上記のような施策を進める場合でも、高齢者以外の年齢層を中心
に広域避難の備えを進めることは引き続き避けられない。

下町保全型の課題②　
ハード的に更新を促進する施策によって、下町の人々の繋がりが失われる恐れがある

また、更新ベースの施策では、下町のつなが

りは消えていく→ソフト的なコミュニティの再構
築が必要という欠点

下町保全をより強固なものにするた
めに建て替えと連動したコミュニティ
に根ざした災害対策を行っていく →下
町保全と災害対策の間を結ぶ
例）独立住宅建て替え時の一時居住スペースと

して空き室を活用

避難所を普段は住民用のワークスペースや集

会所、子どもの遊ぶ部屋などで利用

施策の方向性

ハード的な建物更新と連動し、コミュニ
ティに根ざした災害対策

　建物更新を地域のコミュニティを再構
築する機会ととらえ、普段の使い方の工
夫やイベント等の検討も同時に行う必要
がある。

提言：下町保全型＋欠点を補い強みを伸ばすため、一部
地区に水害特化型の導入・ソフト面の施策

施策例
・集合住宅上階の避難スペースを普段は住民用のコ
ワーキングペースや集会所、子どもの遊ぶ部屋などで
利用
・更新した建物での、近隣住民も参加する垂直避難の
訓練の実施
・垂直避難に介助が必要な高齢者名簿の作成と、日常
的な声かけ体制の整備
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補助スライド　建物更新の実態①（墨田区北部密集市街地全体）

3つの視点で建物更新の実態を把握する

①建築面積別更新率（住宅用途のみ）

②建物構造別更新率

③用途別建物更新率と変更後用途

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

33

更新の定義
１．2011年に建物が存在するが、2016年にはその
敷地に建物が存在しない場合
２．2011年に建物が存在し、2016年ではその敷地
に新たな別の建物が存在する場合

総数（建物総数）：2011年に存在する建物

更新率
　（2011年に存在する建物のうち2016年には存在しないもの）

　　　　　　　　（2011年に存在する建物）



補助スライド　建物更新の実態②（墨田区北部密集市街地全体）

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

②建物構造別更新率

耐火構造＝準耐火造＜防火造＜木造
という様子が明確にみられた。

①建築面積別更新率（住宅用途のみ）

おおむね、建築面積が大きいほど、更新
率が上がるという様子が見られたが、
200㎡以上の更新率は低い値である。
戸建住宅と、その他の住宅で傾向が異な
る可能性が高い。
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補助スライド　建物更新の実態③（墨田区北部密集市街地全体）

更新数としては独立住宅の更新が多い、次いで住商併用建物、
住居併用工場となっている。
更新率で見ると、専用商業施設、専用工場、倉庫運輸関連施設で多くなってお
り、商業・工業系→専用住宅の傾向がある。

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

③用途別建物更新率と更新後用途
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補助スライド　モデルの作成（パラメーターの設定）

独立住宅のモデルで、有意とされたのは以下の8変数である

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価
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面積：面積が大きいほど更新されやすい
→面積が大きいほど利活用しやすいため
主要生活道路沿道不燃化促進事業ダミー：主要生活道路の沿道不燃化促進助成事業の対象地域内だと更新されやすい
→対象地域内の建て替えは助成金がもらえるため
地区幹線道路以上接道：幹線道路・地区幹線道路に接していると更新されやすい
→交通の利便性が高いため
不燃化地区ダミー：東京都の定めた不燃化特区内だと更新されやすい
→不燃化特区内の建て替えは助成金がもらえるため
道の中心線までの距離：家の重心から道路中心線までの距離が長いと更新されやすい
→計画幅員までの後退がないと補助金が得られないため？
耐火・準耐火ダミー：耐火構造や準耐火構造だと更新されにくい
→除却の際に助成金が出ないため
防火ダミー：防火構造だと更新されにくい
→木造に比べると着工時期が新しいものが多く、助成金が出ない建物もあるため？
10m周囲更新ダミー：過去5年間に更新があった建物の周囲10m以内にあると更新されやすい
→周囲で建て替えがあると、周りに流されるため？



補助スライド　モデルの作成（パラメーターの設定）

独立住宅以外のモデルで、有意とされたのは以下の8変数である

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価
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地区幹線道路(完成・既成・事業中)接道ダミー：地区完成道路に接していると更新されやすい
→交通の利便性が高いため
建蔽率：建蔽率が高いと更新されやすい
→開発需要が高い地点の建蔽率が高い・建蔽率が高いと敷地が狭くなっても利用しやすいため
道の中心線までの距離：道路の中心線までの距離が長いと更新されやすい
→計画幅員までの後退がないと補助金が得られないため？
集合住宅ダミー：集合住宅だと更新されにくい
→住民全員の合意が難しいため
住商ダミー：住商併用住宅だと更新されにくい
→専用工場や、住居併用工場などの方が建て替えが起きやすいため
耐火・準耐火ダミー：耐火構造・準耐火構造だと更新されにくい
→除却の際に助成金が出ないため
防火ダミー：防火構造だと更新されにくい
→木造に比べると着工時期が新しいものが多く、助成金が出ない建物もあるため？
駅までの距離：駅までの距離が遠いほど更新されやすい
→駅周辺の建て替えはある程度済んでいて、駅から遠い地域ほど建て替えの余地があるため



補助スライド　シナリオの評価 ①水害対応
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評価軸 現状 趨勢型 水害特化型 下町保全型

一時垂直避難可能
世帯数

600 760~776 1484~1645 1002~1067

2週間避難生活可
能世帯数

323 352~373 1103~1291 543~626

広域避難必要世帯
数

1226 1027~1065 181~342 759~824

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価

※一時垂直避難可能： 3階建ての独立住宅居住世帯、集合住宅の 3階以上に居住する世帯、集合住宅上階
の避難施設収容可能世帯
　2週間避難生活可能：集合住宅の 3階以上に居住する世帯、集合住宅上階の避難施設収容可能世帯
　広域避難必要：一時垂直避難ができない世帯



補助スライド　シナリオの評価 ②地震・火災への対応
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評価軸 現状 趨勢型 水害特化型 下町保全型

幅員 現状通り 主要生活道路拡張 主要生活道路拡張
4m接道のない敷地
は基本的に空閑地
化

主要生活道路拡張

防火耐火率(防火
耐火造建築面積 /全
建築面積*100)

86.2 % 91.5~91.7 % 91.0~92.6 % 91.8~93.0 %

建物棟数密度 79.6 棟/ha 73.4~74.0 棟/ha 63.9~66.0 棟/ha 71.9~74.7 棟/ha

グロス建蔽率 44.3 % 40.4~42.4 % 38.6~40.0 % 41.0~41.8 %

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価



補助スライド　シナリオの評価 ③下町保全面

40

評価軸 現状 趨勢型 水害特化型 下町保全型

住商併用住宅割合 17.8 % 13.0~13.6 % 13.7~14.8 % 16.9~18.9 %

住工併用住宅割合 6.2 % 4.0~4.2 % 4.2~4.4 % 6.1~6.6 %

独立住宅割合 58.8 % 65.9~68.0 % 62.0~64.4 % 57.4~60.1 %

空閑地発生予測将来像の設定 転用シナリオの設定 市街地像の評価


